別記様式第１号（第８関係）

番　　　号　
年  月  日　
 
東京都知事　殿 
 
所在地 
法人名（団体名）
代表者職・氏名         　　 印


年度　新たな農的活動支援事業費補助金交付申請書

新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第８の１の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
 
１	事業内容 
  	別紙１「事業実施計画」のとおり。 

 ２	経費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	総事業費
	補助対象
外経費
	補助対象
経費

	負担区分
	備　考

	
	
	
	
	都補助金
	事業実施
主体
	

	交付事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	推進事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	普及啓発事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


※利害関係者等へ支払う経費が含まれる場合は、備考欄に記載すること
※必要に応じて行を追加すること

３　収支予算
（１）収入の部
	区　分
	予算額（円）
	備　考

	事業実施主体負担
	
	

	東京都補助金
	
	（千円未満切捨て）

	借入金
	
	

	利用料収入
	
	

	
	
	

	収入計
	
	



（２）支出の部
	取組内容
	経費科目
	予算額（円）
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	支出計
	
	
	


※収入計と支出計を一致させること 
 

４	事業完了予定年月日 
  	  年  月  日 

５	添付資料 
（１）経費の積算の根拠となる資料 
（２）東京都入札参加資格受付票の写しもしくは履歴事項全部証明書
（３）事業者概要（パンフレット等）、定款又は組織規程
（４）過去に同様の事業を行った実績に関する書類
（５）直近２期分の財務状況に関する書類
（貸借対照表及び損益計算書、確定申告書など） 
（６）その他、知事が必要と認めるもの 


別紙１

事業実施計画

１．組織概要、事業担当者名及び連絡先
	団体名
	

	代表者職・氏名
	

	団体設立年月日
	

	従業員数
	

	主要業務
	

	担当氏名（ふりがな）
	

	所属（部署名等）
	

	役職
	

	所在地
	〒

	電話番号
	

	E-mail
	



２．事業の目的
	



３．事業内容・実施方法（取組内容や事業の実施方法を具体的に記載）
	①推進事業

②普及啓発事業




４．事業の実施体制（事業の実施体制を図示、連携又は委託を行う場合は、名称、概要、事務処理体系、経費等について記載）
	①推進事業

②普及啓発事業




５．事業実施スケジュール
	



６．事業実施により得られる成果（直接的・間接的な効果について記載）
	


別記様式第１号の２（第８関係）


誓 約 書


東 京 都 知 事 殿


新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第８の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員、使用人、従業員、構成員等を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。
また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第14の規定により補助金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第28の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。
併せて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。

　　　年　月　日

　　　　　住所

　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



＊法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。
＊この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
・暴力団員を雇用している者
・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者



別記様式第３号（第13関係）

番　　　号
年　月　日

東京都知事　殿

所在地
法人名（団体名）
代表者職・氏名　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年度 新たな農的活動支援事業辞退届

　年　月　日付　第　号をもって交付決定の通知があった標記事業について、下記の理由により辞退いたします。


記


１ 交付予定額　　　　　　 円


２ 辞退の理由



別記様式第４号（第15関係）

番　　　号
年　月　日

東京都知事　殿

所在地
法人名（団体名）
代表者職・氏名　　　　　　　　　印


年度 新たな農的活動支援事業変更承認申請書

年　月　日付　第　号をもって補助金の交付決定の通知のあった標記事業の実施について、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第15の１の規定に基づき、下記のとおり変更を申請します。

記

１　変更の内容（変更する経費科目）
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	総事業費
	補助対象
外経費
	補助対象
経費

	負担区分
	備　考

	
	
	
	
	都補助金
	事業実施
主体
	

	交付事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	推進事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	普及啓発事業
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（変更部分について二段書きで、変更前を上段に（　）書きする）

２　変更の理由

注）　増額する経費、減額する経費それぞれに言及し、変更の内容及び理由はできる限り詳細に記入すること。

別記様式第５号(第15関係)

番　　　号
年　月　日

東京都知事　殿

所在地
法人名（団体名）
代表者職・氏名　　　          印 



年度 新たな農的活動支援事業の事業実施主体
（名称、所在地、代表者名等）変更届


年　月　日付　第　号をもって交付決定の通知があった標記事業の事業実施主体（名称、所在地、代表者名等）を下記の理由により変更したので、変更届を提出します。

記

	変更事項名
	変更前
	変更後
	変更理由

	名称
	
	
	

	所在地
	住　所
	〒

	〒

	

	
	ＴＥＬ
	
	
	

	代 表 者 名
	
	
	

	その他※
	
	
	
	


※　その他には、連絡担当者、ＵＲＬ、メールアドレスに変更が生じた場合に該当する事項名を記入の上、所定の内容を記載してください。行が足りない場合は適宜追加してください。
　※　申請要件が申請時と変更となり、非該当となった場合には必ず提出してください。

＜添付書類＞  
（１）名称、所在地、代表者名等の変更について　
東京都入札参加資格受付票の写しもしくは
履歴事項全部証明書　１通（発行から３か月以内）　等
（２）印鑑の変更について　
  　　印鑑証明書　１通（発行から３か月以内）
（３）その他、知事が必要と認めるもの


別記様式第６号（第17関係）

番　　　号
年　月　日

東京都知事　殿


所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印




年度 新たな農的活動支援事業中止(廃止)承認申請書

　年度において新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第17の規定に基づき、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので申請します。


記


１　中止（廃止）の理由


２  補助事業の当初からの経過及び現状





別記様式第７号（第19関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



年度 新たな農的活動支援事業事故報告書

年　月　日付　第　号をもって補助金の交付決定の通知のあった標記事業について、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第19の規定に基づき、下記のとおり事故報告します。

記

１　補助金交付予定額（事故発生前における補助事業の状況）　　　　 　　           　　   　　　　
	事業の内容
	交付
決定額
	月　　日現在の
支　　出　　額
	残　　　高
	支出予定額
	事業遂行不能の場合の不用額

	
	
	補助事業
に要する
経費
	補助金額
	補助事業
に要する
経費
	補助金額
	補助事業
に要する
経費
	補助金額
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	



２　現状及び今後の遂行計画
	事　　項
	報告内容

	事故の発生原因
	

	現状までの事業遂行状況
	

	今後の事業遂行計画
	



３　今後の対応

別記様式第８号（第20関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印


年度 新たな農的活動支援事業実施状況報告書


　年　月　日付　第　号をもって補助金の交付決定の通知のあった標記事業について、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第20の規定に基づき、　年　月末日現在の事業実施状況を下記のとおり報告します。

記

１　事業成果
（１）事業成果の概要

　（２）区分ごとの実績
　　①交付事業に関する成果
(ｱ) 交付事業の具体的内容




(ｲ)交付実績

	番号
	区
分
	団体名
	所在地
	面積（㎡）等
	交付金額
（円）

	１
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	

	


　区分（準備、整備、運営）ごとに記載すること



　　②推進事業に関する成果


　　③普及啓発に関する成果
	年月
	内容
	効果
	金額（円）

	
	
	
	










（３）その他


２　実施状況
	取組内容
	経費
科目
	交付決定時
	月末現在執行率
	３月末予定

	
	
	総事業費(円)
	補助対象
外経費
(円)
	補助対象経費(円)

	補助対象経費(円)

	進捗率
(％)
	補助対象経費(円)
	進捗率
(％)

	交付事業に関する取組
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	推進事業に関する取組
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	普及啓発事業に関する取組
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	



２　事業完了予定年月日
　　　年　　月　　日

別記様式第９号（第22関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



年度 新たな農的活動支援事業実績報告書


　年　月　日付　第　号をもって補助金の交付決定の通知のあった標記事業について、下記のとおり事業を実施したので、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第22の規定に基づき、その実績を報告します。

記

１	事業成果 
（１）事業成果の概要

　（２）区分ごとの実績
　　①交付事業に関する成果
(ｱ) 交付事業の具体的内容




(ｲ)交付実績

	番号
	区
分
	団体名
	所在地
	面積（㎡）等
	交付金額
（円）

	１
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	

	


　区分（準備、整備、運営）ごとに記載すること



　　②推進事業に関する成果


　　③普及啓発に関する成果
	年月
	内容
	効果
	金額（円）

	
	
	
	










（３）その他


２	次年度以降について





３　経費の内訳
	取組内容
	経費
科目
	総事業費
	補助対象
外経費
	補助対象
経費
	負担区分
	備　考


	
	
	
	
	
	都補助金
	事業実施主体等
	

	交付事業に
関する取組
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	

	推進事業に
関する取組
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	

	普及啓発事業に
関する取組
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


交付決定時から変更がある場合、変更部分について二段書きで、変更前を上段に（　）書きにする。



４　収支
（１）収入の部
	区　分
	精算額（円）
	備　考

	事業実施主体負担
	
	

	東京都補助金
	
	（千円未満切捨て）

	借入金
	
	

	利用料収入
	
	

	
	
	

	収入計
	
	



（２）支出の部
	取組内容
	経費科目
	経費（円）
	補助対象
経費（円）
	補助金確定額の申請（円）
（千円未満切捨）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	支出計
	
	
	


※収入計と支出計を一致させること 
５　事業実施期間 
 
 	  年  月  日から年　月　日まで 

６　添付資料
（１）補助対象経費の内訳が分かる書類（請求書、賃金台帳など）の写し 
（２）補助対象経費を支出したことを示す領収書等（ATM伝票、通帳）の写し
（３）事業業成果を示す資料 
（４）その他、知事が必要と認めるもの 



別記様式第９号の２（第22及び第37関係）

 　年度 収益納付に係る報告書

所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印


１．補助事業に係る収益額の算出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	補助事業に係る売上額(A)
	売上額(A)を得るのに要した額のうち、補助対象経費以外の額(B)
	補助事業に係る収益額(C)=(A)－(B)

	
	
	



【記載注意事項】
 (1)「補助事業に係る売上額(A)」は、事業実施期間内に補助事業実施により得られた農園利用者からの利用料等をいう。
(2)「売上額(A)を得るのに要した額のうち、補助対象経費以外の額(B)」のうち、明確に区分できない経費については、合理的な按分方法により算出する。
(3)「補助事業に係る収益額(C)」がゼロ又はマイナスの場合にはゼロと記載する。

２．収益納付額の算出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助金額(D)
	補助対象経費(E)
	控除額(F)
	納付額(G)

	
	
	
	



【記載注意事項】
(1)「補助金額(D)」は、交付要綱第20の実績報告書（別記様式第９号）の「３経費の内訳」の「都補助金」の合計をいう。
(2)「補助対象経費(E)」は、交付要綱第20の実績報告書（別記様式第９号）の「３経費の内訳」の「補助対象経費」の合計をいう。
(3)「控除額(F)」は、「補助事業対象経費(E)」のうち、事業実施主体が自己負担によって支出した額をいう。交付要綱第20の実績報告書（別記様式第９号）の「３経費の内訳」の「事業実施主体」の合計と同じ。
(4)「納付額(G)」＝（「補助事業に係る収益額(C)」－「控除額(F)」）
×（「補助金額(D)」／「補助対象経費(E)」）　＊納付額は円未満切上げ
(5)収益納付がある場合には、「補助金額(D)」から「納付額(G)」が減額されます。交付要綱第20の実績報告書（別記様式第９号）の「４収支」の「（１）収入の部」の「東京都補助金」の精算額の欄に減額した後の額を記入する。
（注）補助事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。

別記様式第11号（第26関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



年度 新たな農的活動支援事業費補助金請求書



　　年　月　日付　　第　　号をもって補助金の額の確定の通知のあった標記補助金について、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第26の２の規定に基づき、下記金額を請求します。


記


１　交付決定額　　　　金　　　　　　円

２　補助金確定額　　　金　　　　　　円

３　請求額　　　　　　金　　　　　　円









別記様式第12号（第26関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



年度 新たな農的活動支援事業費補助金概算払請求書


年　月　日付　第　号により交付の決定を受けた標記補助金について、新たな農的活動支援事業費補助金交付要綱第26の２の規定に基づき、下記により、概算払による交付を請求します。 

記 

１　概算払による請求理由


２　請　求　額　　　　金　　　　　　　　円


３　請求額内訳

	事業
内容
	交　付
決定額

（Ａ）
	既受領額
	今回請求額
	残　額

A-(B+C)
	備考

	
	
	金額
（Ｂ）
	出来高
	金額
（Ｃ）
	(　年　月　日まで)
予定出来高
	
	

	

	円
	円
	％
	円
	％
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	



４　事業完了予定年月日　　　　　年　　月　　日





別記様式第13号（第26関係）

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



年度 新たな農的活動支援事業補助金概算払精算書 
 
 
    年  月  日付　第　号により交付の決定を受けた標記補助金について、新たな農的活動支援事業補助金交付要綱第26の４の規定に基づき、下記により精算します。 
 
記 
 
	交付決定額
	概算払受高
	支払高
	
	戻入高
	
	備考

	円 
	円 
	
	円 
	
	円 
	 





別記様式第14号（第28関係）

○○年度　新たな農的活動支援事業費補助金消費税仕入控除税額報告書

番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
 
所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印


○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった事業について、新たな農的活動支援事業費補助金交付等要綱第28第３項の規定に基づき、下記のとおり報告する。

記

１補助金の額の確定額					金　　　　 円
 （○○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額				金　　　　 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕 入控除税額	金　　　　 円

４ 補助金返還相当額（３－２）						金　　　　 円

 （注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（補助事業に要した経費に係る消費税及び地方消費税相当額の全額について、補助金相当額を補助金の額から減額する場合は、（３）の資料を除き添付不要。）
 なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
 （１）消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
 （２）付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
 （３）３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出すること）
 （４）事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
２ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
３ 添付書類のうち申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載
［ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

 （注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載
［ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

 （注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
 なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であることを確認できる資料
・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
２ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

３ 添付書類のうち申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
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注）１　処分制限年月日欄には、減価償却資産の耐用年数表に基づき、処分制限の終期を記入すること。
　　２　処分の内容欄には、譲渡・交換・貸付け・担保提供等別に記入すること。
　　３　適要欄には、譲渡先・交換先・貸付先・抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。
　　４　経費の配分の合計欄は、別紙様式第９号　実績報告書　２　事業実績　の合計と一致させること


別記様式第16号（第33関係）
番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿

所在地
団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　印



　年度 新たな農的活動支援事業に係る
財産処分承認申請書


　　　年度新たな農的活動支援事業費補助金により取得した財産について、下記のとおり処分したいので承認を申請します。


記


１　処分の理由

２　処分財産
(1) 施設等の名称、所在地、型式、数量
(2) 取得年月日
(3) 事業費、補助金額、補助率
(4) 施設等の耐用年数（処分制限期間）、経過年数
(5) 現況図面又は写真（添付）

３　処分財産の取得価格及び時価

４　処分の方法（有償による処分の場合は、処分価格）

５　納付金額（予定額）







